
戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 40 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

須磨区内の取引件数は概ね減少傾向、北須磨地区の人口は微減傾
向にある。駅からの徒歩圏内にある住宅地需要は強い。

地域要因に特別な変動はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅用に開発された住宅団地であり、収益物件としては戸建住宅が転勤等の理由により賃貸されるケースが散見される
程度で、自用目的での取引が中心である。したがって、収益価格は試算せず、市場の実態を反映した比準価格を標準として、
代表標準地、前年価格からの推移を踏まえ、鑑定評価額を上記の通りと決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

当該地域は中規模一般住宅が多い区画整然とした住宅地域として成熟しており、今後も現状維持のまま推移していくものと
予測する。地価はやや上昇傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 138,000円／㎡

公示価格 139,000円／㎡

標準地番号 須磨 11-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

139,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄名谷駅
北 1km

神戸市営地下鉄名谷
1km

(8)

南6m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「北落合２－６－８」

②地積

（㎡）

236

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

139,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

139,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.7 0％ ％

100 ］

100［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区北落合２丁目６番４

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 1日 正常価格

平成 28年 7月 5日平成 28年 7月 1日

32,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 139,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

110,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は、市営地下鉄西神・山手線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者は神戸市内の居
住者が殆んどを占める。当該地域は成熟した大規模分譲住宅団地であり、良好な住環境や駅への接近性等を反映して、需要
は安定している。土地は３０００万円程度、新築の戸建住宅は４５００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

尾崎不動産鑑定

尾﨑　潤



戸建住宅地

中規模の一般住宅が
多い区画整然とした
住宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 50 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

須磨区内住宅地の地価は、鉄道沿線等を中心に強含みで推移して
いるが、反面、利便性等の劣る地域は未だ回復しているとはいえ
ない。

最寄駅からやや離れた住宅地域であるが画地の細分化等により需
要層に則した不動産取引が行われている。地価水準は横ばい傾向
である。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅用に開発された住宅団地であり、収益価格を求めるための規範性を有する賃貸事例が極めて乏しく、また、戸建賃
貸住宅が存在しても転勤等の特殊な事情に基づくものが中心で、経済的に賃貸事業が成り立つ地域ではないこと等から、収
益価格の適用を断念した。よって標準地及び指定基準地との比較検討を踏まえ、規範性を有する取引事例より求められた比
準価格をもって、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

中規模一般住宅の多い区画整然とした住宅地域である。地域要因に変動はなく、需給環境等との関係から、地価は今後も安
定的に推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 121,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

121,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 31

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

0.0

-4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄名谷駅
北西 1.6km

神戸市営地下鉄名谷
1.6km

(8)

北東8m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特記すべき事項はない。 基準方位　北
８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「北落合４－１２－１８」

②地積

（㎡）

240

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

121,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

114,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

94.1 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区北落合４丁目１２番１０

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

121,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

須磨（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+6.0

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

138,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

111.2 ］

100.3［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 3日 正常価格

平成 28年 7月 5日平成 28年 7月 1日

29,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 121,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

97,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市営地下鉄西神・山手線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する住宅地域であり、需要者の中心は神戸市の居住者
である。大規模分譲住宅団地が展開する地域で、昨今の都心回帰傾向や競合する新規分譲住宅の供給圧力がある一方、マク
ロ経済の回復等もあって需要は概ね安定的である。土地は２０００～３０００万円程度、新築の戸建物件は３５００～４５
００万円程度での取引が中心と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

山陽不動産鑑定株式会社

新玉正男



低層住宅地

中規模一般住宅が多
い閑静な住宅地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 25 60 40 低層住宅地

-

対象基準地と同じ

須磨区の人口は微減傾向にあるが、景気は緩やかな回復基調が続
き、利便性の優る地域では、需要は底堅く推移している。

街路の狭隘な地域であるが、駅徒歩圏である。特筆すべき変動は
ない。

個別的要因に変動はない。

周辺に共同住宅も見られるが、土地価格に見合う賃料水準が形成されておらず収益価格は低位に試算された。取引事例は周
辺の自用目的のものが中心で、比準価格は市場を反映する。居住の快適性等を重視する住宅地域で、取引も自用目的が主で
あるため、比準価格を重視し、収益価格を参考に、標準地価格及び指定基準地価格からの規準・検討を行い、同時に同一需
給圏の他の基準地の価格水準との均衡分析を繰り返し、上記をもって鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は旧来からの住宅地域として成熟しており、特に変動要因がないことから今後も現状維持のまま推移していくもの
と予測する。地価水準は横這いで推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 151,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

150,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 12

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

-3.0

+2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ須磨駅
北 470m

ＪＲ須磨
470m

(8)

西2.8m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(60,160)

特にない 基準方位　北２．
８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「千守町１－３－４４」

②地積

（㎡）

231

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.5  ｍ、　奥行　約 18.5 ｍ、　規模 230  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

151,000 円／㎡

107,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

156,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

103.9 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区千守町１丁目２７番３６

0.0

0.0

方位

台形

　補正

台形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

151,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

須磨（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+8.0

-5.0

+45.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

222,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

148.8 ］

100.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 5日平成 28年 7月 1日

34,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 151,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

120,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ねＪＲ山陽本線、山陽電鉄本線沿線で、神戸市の圏域。用途的な類似地域は戸建を主とする熟成度の高い
住宅地域。需要者の中心は神戸市の居住者が大半を占める。幅員が狭く街路条件は劣るが、複数の駅から徒歩圏にあるため
利便性が高く、需給関係は比較的に安定している。土地は３，０００～３，５００万円程度、新築の戸建物件は５，０００
万円程度が中心価格帯となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

清水重善不動産鑑定所

清水重善



低層住宅地

一般住宅の中にアパ
ート等が見られる住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 30 50 低層住宅地

-

１低専(60,150)

須磨区南部の人口は概ね横ばいで推移している。南部市街地や
駅徒歩圏の利便性の優れる地域で地価の上昇が見られる。

良好な環境にある住宅地域として熟成しており、特筆すべき変
動はない。

個別的要因に変動はない。

周辺では収益物件も見られるが、本件地域では収益目的の取引よりも自用目的の取引が中心の住宅地域であり、市場での
取引価格の水準を指標として取引が行われることが通常と認められる地域である。よって、市場の実態を反映した比準価
格を重視し、収益価格は参考にとどめ、代表標準地と同一地点であるため半年毎の価格変動率にも留意し、鑑定評価額を
上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

当該地域は、居住環境の良好な住宅地域であり、今後も現状を維持しつつ推移すると予測する。地価水準は概ね安定的に
推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 222,000 円／㎡

公示価格 223,000 円／㎡

標準地番号 須磨 19-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

224,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 19

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ須磨海浜公園駅
南西 600m

ＪＲ須磨海浜公園
600m

(8)

北6m市道

１低専
(60,150)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「行幸町２－３－２１」

②地積

（㎡）

154

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.5  ｍ、　奥行　約 17.0 ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

224,000 円／㎡

136,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

223,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.9 +0.4％ ％

100 ］

100.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区行幸町２丁目３８番

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 5日平成 28年 7月 1日

34,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 224,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

180,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線、山陽電鉄本線沿線で、神戸市の住宅地域。需要者は神戸市内の居住者が中心となっている。
ＪＲ徒歩圏にある平坦地であり、新規供給も多くはなく需給は安定的である。土地は対象不動産と同程度の規模で３，５
００万円程度。新築戸建住宅は４，０００万円～５，０００万円程度が需要の中心価格帯となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

広瀬不動産鑑定事務所

廣瀬　博一



中低層住宅地

中小規模一般住宅が
多い住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 50 50 50 中低層住宅地

-

１中専(60,200)
準防

雇用・所得環境の改善傾向が続く中で、各種政策の効果もあって、
景気は緩やかな回復基調が続いているが、景況感は弱い。

古くからの既成住宅地域で交通接近性、利便性が良好で、需給関
係は比較的堅調に推移している。

個別的要因に変動はない。

自用目的での取引が主な地域であり、同一需給圏内の類似地域より規範性の高い取引事例を収集し得た。一方、周辺には勤
労者向けの賃貸物件も見られるが、土地価格に見合う賃料水準が形成されていないため収益価格はやや低位に試算された。
従って、代表標準地との比較検討を踏まえ、規範性を有する取引事例より求められた比準価格をそのまま採用し、比準価格
に比べ相対的に信頼性の劣る収益価格を参考に留め、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

住環境が良好な既成住宅地域として成熟しており、特に大きな変動要因がないことから、今後とも現状のまま推移するもの
と予測される。なお、地価は概ね安定的に推移している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 185,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

186,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 9

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+1.0

+5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄板宿駅
北 800m

山陽電鉄板宿
800m

(8)

北5m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「川上町２－２－３０」

②地積

（㎡）

113

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 15.0 ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

185,000 円／㎡

108,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

202,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

107.1 ］

100.5［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区川上町２丁目２番２５

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 22日 正常価格

平成 28年 7月 4日平成 28年 7月 1日

20,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 185,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

150,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、山陽電鉄本線、市営地下鉄西神山手線及びＪＲ山陽本線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する住宅地域。需要
者の中心は神戸市の居住者が大半を占める。板宿駅から徒歩圏の環境条件の整った既成住宅地域で、都心への接近性や利便
性は良好であり潜在的需要は堅調で、地価は概ね強含み横ばいである。同規模の土地で２，０００万円前後、新築建売物件
は４，０００万円前後が需要の中心価格帯を占めている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

津村不動産鑑定所

津村　増男



戸建住宅地

中規模の一般住宅が
多い区画整然とした
住宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 30 40 40 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

南部市街地や地下鉄沿線では需要は堅調で地価も上昇傾向にある
が、最寄駅から徒歩圏外の利便性の劣る地域ではやや減退傾向に
ある。

区画整然とした住宅団地で、周辺環境にも目立った変化はない。
名谷地区は利便性が良く地下鉄沿線では需要は強いエリアである。

個別的要因に変動はない。

一般住宅が中心の山手の分譲住宅地域であり、転勤等の事情により貸家になっているケースが一部見られるものの、事業収
支の観点から賃貸住宅を想定することが非現実的であるため収益価格は試算しない。快適性を重視する住宅地域で、自己使
用目的での取引が支配的であり、取引価格の水準を指標に価格決定されている。したがって、比準価格を採用して、地価公
示標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域で、今後とも良好な住環境を維持するものと予測する。地価水準はほぼ
横這いで推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 110,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

110,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 29

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+3.0

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄名谷駅
南東 1.4km

神戸市営地下鉄名谷
1.4km

(8)

南西6m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「南落合１－２１－９」

②地積

（㎡）

283

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.5  ｍ、　奥行　約 18.0 ｍ、　規模 280  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

110,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

124,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

110.2 ］

100［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区南落合１丁目２１番３

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

111,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

須磨（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+4.0

+18.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

138,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

122.7 ］

100.7［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 30日 正常価格

平成 28年 7月 4日平成 28年 7月 1日

31,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 110,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

88,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市営地下鉄西神山手線沿線で、神戸市市街地の北西部に位置する郊外の分譲住宅が多い地域である。需要の中
心は神戸市及び阪神間の居住者が中心であり、転勤等による同一需給圏外からの転入者も見られる。競合する新規の住宅地
も多いが、比較的競争力の強い名谷駅勢圏に位置して需要は安定的に推移している。新築物件であれば土地建物総額で４５
００万円程度の物件が需要の中心を占めるものと思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社尼信経営相談所

藤田毅



低層住宅地

小規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 40 30 80 低層住宅地

-

２中専(60,200)
準防

総人口及び生産人口は減少、老年人口は増加傾向。国内景気は、
このところ弱さもみられるが、緩やかな回復基調が続いている。

徒歩圏の利便性の高い既成住宅地域で、住宅需要は堅調で、実需
に基づく取引が行われており、地域的特性に変化は認められない。

個別的要因に変動はない。

周辺地域に賃貸物件も散見される戸建住宅地域で、取引の中心は自己使用目的での取得である。市場参加者は、居住の快適
性、利便性を重視し、現実の取引価格を指標として価格決定する。よって本件では、比準価格を重視し、収益価格を関連付
け、さらに代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は、小規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域で、特に大きな変動要因がないことから、今後も当面の間は現状のまま推
移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 192,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

193,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 9

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄東須磨駅
南西 500m

山陽電鉄東須磨
500m

(8)

南東6m市道

２中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「戸政町３－３－４」

②地積

（㎡）

188

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0 ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

198,000 円／㎡

132,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

202,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.5％ ％

105.0 ］

100.5［ ］ 102.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区戸政町３丁目２７番

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 2日 正常価格

平成 28年 7月 5日平成 28年 7月 1日

36,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 193,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

155,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね山陽電鉄本線及びＪＲ山陽本線沿線で須磨区を中心とした住宅地域である。需要者の中心は、神戸市内
の居住者である。利便性に優れた既成住宅地域で、住宅需要は底堅いものがある。市場の中心価格帯は、土地面積１８０㎡
程度で㎡単価１９万円程度である。なお、土地面積１００㎡程度の小規模な新築建売住宅で、総額４千万円程度が需要の中
心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

中尾不動産鑑定事務所

中尾　明



戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 50 80 100 戸建住宅地

-

対象基準地と同じ

須磨区の人口は微減傾向にあるが、景気は緩やかな回復基調が続
き、利便性の優る地域では、需要は底堅く推移している。

住宅団地として熟成しており、特筆すべき変動はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅団地内にあり、経済的に賃貸事業の成り立つ地域ではないため、収益還元法の適用は割愛せざるを得ない。一方、
取引事例は周辺の住宅団地内の自用目的のものが中心で、比準価格は市場を反映する。よって比準価格を採用し、標準地価
格及び指定基準地価格からの規準・検討を行い、同時に同一需給圏の他の基準地の価格水準との均衡分析を繰り返し、更に
居住快適性に影響を与える価格形成要因の変動状況をも勘案の上、上記をもって鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域で、今後も戸建住宅地域として現状のまま推移するものと予想される。地価水準はほぼ
横這いからやや下落傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 88,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

87,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 13

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+8.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄名谷駅
南西 2.5km

神戸市営地下鉄名谷
2.5km

(8)

南6m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北６ｍ市
道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

238

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 17.0 ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

88,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

93,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.6 ％ ％

109.1 ］

99.5［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区菅の台７丁目１０番６

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

87,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

須磨（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+8.0

+51.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

138,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

163.1 ］

100.7［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 5日平成 28年 7月 1日

20,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 88,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

71,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね神戸市営地下鉄西神・山手線沿線。用途的な類似地域は熟成度の高い住宅地域。需要者の中心は神戸市
の居住者が大半を占める。垂水区との区境にあり、最寄り駅からバス圏で利便性に劣り、また、駅徒歩圏の利便性の優る地
域で継続的な分譲も見られるため、需要はさほど強くはなく、同一需給圏内での相対的価格水準は低位である。土地は２，
０００万円程度、新築の戸建物件は、３，５００万円程度が中心価格帯となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

清水重善不動産鑑定所

清水重善



戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 50 60 40 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

須磨区の人口は微減傾向、高齢化も進み、特に駅から遠い地域に
おいて需要が伸び悩んでいる。

隣接する大規模団地の分譲が本格化し、周辺住宅地と価格水準が
異なるものの、需要動向に幾分影響しているとみられる。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅を中心とする住宅団地で、賃貸事業が経済的に成り立たず、収益価格は試算できなかった。取引の中心は自用目的
であり、売買当事者はこの価格を指標として判断するのが一般的であることから、取引事例より求めた比準価格を採用し、
代表標準地からの価格推移を踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

戸建住宅を中心とする住宅地域で、今後も現状どおり推移するものと予測する。地価は依然として下落傾向にあると予測す
る。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 71,400円／㎡

公示価格 71,200円／㎡

標準地番号 須磨 27-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

71,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 27

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄妙法寺
駅
北東 1.3km

神戸市営地下鉄妙法寺
1.3km

(8)

南5m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　　　
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「緑が丘２－８－６」

②地積

（㎡）

170

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 13.0 ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

71,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

71,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.6 -0.3％ ％

100 ］

99.7［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区緑が丘２丁目８７２番１２９

+3.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 4日平成 28年 7月 1日

12,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 71,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

57,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市営地下鉄西神山手線及び山陽電鉄本線の沿線で、概ね神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者は市内
居住者が大半を占める。最寄駅からやや遠い高台の住宅団地に存し、需要は弱含んでいる。同規模の土地で１，２００万円
程度、新築戸建住宅は３，０００万円を上限とする物件が中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

シティサーベイヤーズ

田中瑞穂



低層住宅地

マンションと中規模
の一般住宅が建ち並
ぶ住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 20 20 40 低層住宅地

-

２中専(60,200)
準防

神戸市須磨区は大阪・神戸のベッドタウンとしての人気が高く、
景気回復等もあり、相対的に土地需要が高い状態が継続している。

地域要因に特に変動はないが、駅から近い住宅地で需要は堅調で
あり地価も上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

神戸市須磨区南部の住宅地域であり、周辺にはアパートやマンション等も見受けられるが、土地価格に見合う賃料水準が形
成されていないため、収益価格は低位に試算された。当地域は快適性を重視する住宅地域であるため、比準価格を採用し、
代表標準地との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

当該地域は既成住宅地域であり、今後も現状の住環境を維持するものと予測する。須磨区の住宅地としての需要は安定的で、
駅から徒歩圏で利便性も高いことから、地価は当面上昇傾向が続くと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 233,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

236,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 9

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-3.0

-12.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄板宿駅
北西 400m

山陽電鉄板宿
400m

(8)

北西7m市道

２中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特記すべき事項はない 基準方位　北　７
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「前池町４－３－１５」

②地積

（㎡）

211

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 17.0 ｍ、　規模 220  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

234,000 円／㎡

161,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

202,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.4 ％ ％

84.5 ］

100.5［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区前池町４丁目１番８外

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 21日 正常価格

平成 28年 7月 1日平成 28年 7月 1日

49,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 234,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

185,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ山陽本線及び山陽電鉄沿線で神戸市南西部の圏域に存する住宅地域。需要者の中心は、同一需給圏内の
居住者や不動産事業者が多い。須磨区は住宅地としての人気が高く、また市内では相対的に利便性に優るため、需要は根強
い。土地は２００㎡前後、総額４５００～５０００万円程度が取引の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

10 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社　栄総合鑑定

多田　敏章



低層住宅地

中小規模の一般住宅
が建ち並ぶ住宅地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 30 40 30 低層住宅地

-

１低専(60,150)
準防

須磨区内住宅地の地価は、鉄道沿線等を中心に強含みで推移して
いるが、反面、利便性等の劣る地域は未だ回復しているとはいえ
ない。

狭隘な道路沿いに、一般住宅等が見られる既成住宅地域。地域要
因に変動はない。

個別的要因に変動はない。

自用目的での取引が多い地域であり、同一需給圏内の類似地域より規範性の高い取引事例を収集し得た。一方周辺には勤労
者向け等の賃貸物件も散見されるが、賃貸市場が稍未成熟で、地価に見合った賃料水準が形成されているとはいえないので
収益価格は低位に試算された。よって標準地及び指定基準地との比較検討を踏まえ、規範性の高い取引事例より求めた比準
価格を採用し、相対的に信頼性の劣る収益価格は参考程度に止め、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

狭隘な道路が多く、一般住宅のなかに、共同住宅等も見られる既成住宅地域である。地域要因に変動はなく、需給環境等と
の関係から、地価は今後も安定的に推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 123,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

123,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-1.0

+25.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄須磨寺駅
北 220m

山陽電鉄須磨寺
220m

(8)

北2.5m市道

１低専
(60,150)
準防

（その他）　　　　

特記すべき事項はない。 基準方位　北
２．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「須磨寺町２－４－２５」

②地積

（㎡）

201

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 18.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

123,000 円／㎡

74,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

155,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

126.2 ］

100.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区須磨寺町２丁目１９番９

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

123,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

須磨（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+8.0

-4.0

+75.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

222,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

181.4 ］

100.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 3日 正常価格

平成 28年 7月 5日平成 28年 7月 1日

24,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 123,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

98,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線沿線で神戸市の圏域に存する住宅地域であり、需要者は神戸市の居住者が大半
を占める。従来からの既成住宅地域であり、街路条件は稍劣るものの、駅徒歩圏にあって日用品店舗等へも近く、利便性は
比較的高いこと等から、需要は安定的である。土地は２０００～２５００万円程度、新築戸建は３５００～４０００万円程
度の物件が需要の中心と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

11 兵庫県

所属分科会名

第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

山陽不動産鑑定株式会社

新玉正男



戸建住宅地

中規模の一般住宅が
多い区画整然とした
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北10 50 40 40 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

須磨区内の取引件数は概ね減少傾向、北須磨地区の人口は微減傾
向にある。駅からの徒歩圏内にある住宅地需要は強い。

地域要因に特別な変動はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅用に開発された住宅団地であり、戸建住宅が転勤等の事情により貸家になっているケースが散見される程度で、経
済合理的な賃貸経営が難しい地域であるため、収益価格は試算しない。快適性を重視する住宅地域であることから自用目的
での取引が中心で、取引価格の水準を指標に価格が決定されることが一般的と認められるので、比準価格を採用して、鑑定
評価額を上記の通り決定した。なお、代表標準地から規準を行ったが均衡している。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中規模一般住宅が多い区画整然とした住宅地域として成熟しており、今後も現状維持のまま推移していくものと
予測する。地価はやや上昇傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 133,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

134,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-1.0

+5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄名谷駅
北西 900m

神戸市営地下鉄名谷
900m

(8)

南6m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西落合５－９－２」

②地積

（㎡）

206

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 17.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

134,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

139,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8 ％ ％

104.0 ］

100［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区西落合５丁目９番２

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 1日 正常価格

平成 28年 7月 5日平成 28年 7月 1日

27,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 134,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

105,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は、市営地下鉄西神・山手線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者は神戸市内の居
住者が殆んどを占める。当該地域は成熟した大規模分譲住宅団地であり、良好な住環境や駅への接近性等を反映して、需要
は安定している。土地は２５００万円程度、新築の戸建住宅は４０００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

12 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

尾崎不動産鑑定

尾﨑　潤



戸建住宅地

中規模の一般住宅が
多い区画整然とした
住宅地域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 20 100 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

南部市街地や地下鉄沿線では需要は堅調で地価も上昇傾向にある
が、最寄駅から徒歩圏外の利便性の劣る地域ではやや減退傾向に
ある。

区画整然とした住宅団地で、周辺環境にも目立った変化はない。
高倉台地区はやや利便性に劣ることから需要は弱含みの傾向にあ
る。

個別的要因に変動はない。

一般住宅が中心の分譲住宅地域であり、転勤等の事情により貸家になっているケースが一部見られるものの、事業収支の観
点から賃貸住宅を想定することが非現実的であるため収益価格は試算しない。快適性を重視する住宅地域で、自己使用目的
での取引が支配的であり、取引価格の水準を指標に価格決定されている。したがって、比準価格を採用して、地価公示標準
地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域で、今後とも良好な住環境を維持するものと予測する。地価
水準は弱含みで推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 110,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

110,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 17

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ須磨駅
北西 2.5km

ＪＲ須磨
2.5km

(8)

南東7.5m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
７．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「高倉台２－８－１２」

②地積

（㎡）

249

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 15.0 ｍ、　規模 225  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

109,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

107,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9％ ％

99.0 ］

99.4［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区高倉台２丁目１番３１

+2.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

109,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

須磨（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+5.0

-38.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

71,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

64.4 ］

99.4［ ］ 102.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 30日 正常価格

平成 28年 7月 4日平成 28年 7月 1日

27,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 109,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

88,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線、山陽電鉄本線及び市営地下鉄西神山手線沿線で、神戸市市街地西部の高台に位置する戸建住宅
が多い地域である。需要の中心は神戸市及び阪神間の居住者が中心である。ＪＲ須磨駅からバス圏に位置しており、地下鉄
沿線の分譲住宅地と比較すると競争力は比較的弱い。バス便であることから需要はやや弱含みの傾向になりつつある。中古
物件であれば土地建物総額で２５００万円程度までの物件が需要の中心を占めるものと思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 13－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

13 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社尼信経営相談所

藤田毅



戸建住宅地

小規模一般住宅に共
同住宅等が見られる
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 30 50 戸建住宅地

-

２中専(60,200)
準防

須磨区内住宅地の地価は、鉄道沿線等を中心に強含みで推移して
いるが、反面、利便性等の劣る地域は未だ回復しているとはいえ
ない。

利便性の高い住宅地域である。地域要因に変動はなく、地価は安
定的に推移している。

個別的要因に変動はない。

当地域内、或いは周辺地域では、画地規模の大きな土地については、収益物件としての利用も認められるが、基準地の画地
規模では自己利用目的での取引が殆どであり、規範性の高い賃貸事例の収集に限りがあることに加えて、賃貸経営上合理性
を有する収益用の建物想定が困難であるため収益価格の適用を断念した。よって、代表標準地との比較検討を踏まえ、規範
性の高い取引事例より求められた比準価格をもって、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＲＣ３

当地域は最寄駅徒歩圏にあって、利便性の高い既成住宅地域である。地域要因に変動はなく、需給環境等との関係から、地
価は今後も安定的に推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 201,000円／㎡

公示価格 202,000円／㎡

標準地番号 須磨 9-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

203,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 9

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄東須磨駅
東 400m

山陽電鉄東須磨
400m

(8)

南東6m市道

２中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特記すべき事項はない。 基準方位　北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「戎町６－１－７」

②地積

（㎡）

85

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 12.0 ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

203,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

202,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.0 +0.5％ ％

100 ］

100.5［ ］ 102.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区戎町６丁目５番３

+2.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 3日 正常価格

平成 28年 7月 5日平成 28年 7月 1日

17,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 203,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

160,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する住宅地域であり、需要者は神戸市の居住者
が大半を占める。小規模一般住宅が建ち並ぶ既成住宅地域である。ＪＲ線や山陽本線等の各駅からは徒歩圏にあり、また、
周辺では店舗等の各種利便施設も多いこと等から、需要は概ね堅調である。土地は１５００～２０００万円程度、新築の戸
建物件は３５００万円前後が取引の中心価格帯と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 14－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

14 兵庫県

所属分科会名

第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

山陽不動産鑑定株式会社

新玉正男



高層共同住宅地

中高層マンション等
の多い住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 60 150 80 中高層共同住宅地

-

１中専(60,200)

南部市街地や地下鉄沿線では需要は堅調で地価も上昇傾向にある
が、最寄駅から徒歩圏外の利便性の劣る地域ではやや減退傾向に
ある。

傾斜地にある中高層マンションが多い住宅地域で、最寄駅から近
く利便性が良好なことから、需要は堅調といえる。

個別的要因に変動はない。

分譲マンションが多い地域で、標準地の如き規模の大きい土地については分譲目的のマンション素地の取引が中心であり、
取引に当たって購入者は投資採算性からみた開発法による価格からも充分検討を加える。したがって、比準価格と開発法に
よる価格を比較考量するとともに前年からの価格の動向も踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。なお、隣接区を含め
て画地規模及び価格水準の近い標準地を選定しこれと比較検討した結果、概ね均衡した価格が得られた。

［

［

共同住宅
ＲＣ１０

妙法寺駅に近い中高層マンション等の多い地域であり、今後とも現況通り推移するものと予測される。傾斜地ではあるが最
寄駅に近く利便性が良好であり地価水準は横這い乃至はやや上昇傾向を示すものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 91,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

92,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

垂水 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-14.0

+35.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄妙法寺
駅
北西 400m

神戸市営地下鉄妙法寺
400m

(8)

南西12m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １２ｍ市道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「道正台１－３－１２」

②地積

（㎡）

3,498

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

55.0  ｍ、　奥行　約 65.0 ｍ、　規模 3,500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

92,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

109,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8％ ％

117.3 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区道正台１丁目２番３

0.0不整形

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 30日 正常価格

平成 28年 7月 4日平成 28年 7月 1日

323,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 92,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、市営地下鉄西神山手線、ＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線の沿線で、神戸市中西部から明石市にかけての圏域
に存する住宅地域である。需要者の中心はマンション分譲を目的とする不動産業者が中心である。最寄駅に比較的近い住宅
地であることから、マンション用地の需要には根強いものが見られる。取引される規模は様々であり、取引数も少ないため
中心となる価格帯は見いだせない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 15－

開発法 開発法による価格 92,200 円／㎡

須磨（県） －

基準地番号 提出先

15 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社尼信経営相談所

藤田毅



店舗付共同住宅地

銀行、小売店舗等が
建ち並ぶ商業地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北10 10 80 100 店舗付共同住宅地

-

近商(100,400)
防火

景気は緩やかな回復基調が続いており、須磨区内の商況は概ね安
定的で、地価は駅前等を中心に概ね底堅く推移している。

特に地域要因に変動は認められず、駅に近い商店街で、値頃感等
から地価は安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。

店舗付マンションや沿道サービス施設等が建ち並ぶ路線商業地域である。地域の特性等との関連から収益価格による検討を
要するが、画地規模等による制約もあって、必ずしも地価に見合った賃料水準が形成されているとはいえず、収益価格は比
準価格に比べて低位に試算された。よって標準地及び指定基準地との比較検討を踏まえ取引市場の実態をより反映した比準
価格を中心に収益価格を比較考量して鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

診療所兼共同住宅
Ｓ４

駅前に続く準幹線道路沿いの小売店舗、銀行等が建ち並ぶ商業地域である。地域要因に変動はなく、需給環境等との関係か
ら、地価は今後も安定的に推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 259,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

260,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 5

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-6.0

-11.0

-5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄板宿駅
南東 280m

山陽電鉄板宿
280m

(8)

南西27m市道

近商
(80,400)
防火

（その他）　　　　
(100,400)

特記すべき事項はない。 ２７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「大田町２－３－７」

②地積

（㎡）

94

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 14.0 ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

265,000 円／㎡

194,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

207,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.4％ ％

79.5 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区大田町２丁目３６番

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

259,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

須磨（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+2.0

+74.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

488,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

182.6 ］

100［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 3日 正常価格

平成 28年 7月 5日平成 28年 7月 1日

24,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 260,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

205,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は山陽電鉄線・ＪＲ線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する近隣商業地域であり、需要者は地縁性を有する個人事
業者が中心と思料され、一定規模以上の画地については中大規模資本の参入も認められる。個人事業者の高齢化・事業不振
等もあって近年需要が積極的とは言えないが、マクロ経済の回復に伴う市場参加者の多様化や値頃感等も相俟って、需要は
回復傾向にある。なお、土地取引に係る画地規模は多様であること等から中心価格帯は把握し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

山陽不動産鑑定株式会社

新玉正男



中低層の店舗併用住宅地

住宅団地内の小売店
舗等が建ち並ぶ商業
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 10 70 40 中低層の店舗併用住宅地

-

近商(80,300)

須磨区商業地については景気回復の兆しやマンション化等の変化
も見受けられるが、まだ土地需要が大きく高まる局面には至って
いない。

地域要因に特に変動はないが、店舗・事務所需要は低迷しており、
地価は上昇するには至っていない。

個別的要因に変動はない。

小規模小売店舗、医院等の多い商業地域であり、テナントの需要は低く、投資目的の収益物件が少ないため、自用または自
用兼用目的の建物が多く見受けられる。よって、比準価格を中心に収益価格を関連付け、周辺の地価公示標準地との検討も
踏まえ、鑑定評価額を上記の通りと決定した。

［

［

店舗兼住宅
ＲＣ２

住宅団地内の小売商業地域で、特に大きな変動要因はなく当分は現状の住商混在のまま推移するものと予測される。当面地
価も安定的と予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 131,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

131,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 6

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+14.0

+27.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄名谷駅
北東 1.5km

神戸市営地下鉄名谷
1.5km

(8)

西12m市道､
背面道

近商
(80,300)

（その他）　　　　

特記すべき事項はない １２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

116

( )

⑨法令上の規制等

1:3

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

135,000 円／㎡

102,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

203,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

155.1 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区白川台３丁目６４番１３

0.0二方路

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 21日 正常価格

平成 28年 7月 1日平成 28年 7月 1日

15,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 131,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

105,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、神戸市及び明石市の商業地域。需要者の中心は、同一需給圏内の事業者、不動産事業者が多い。土地需要は
景気回復の影響も小さく、安定的である。土地は画地規模がまちまちで、中心となる価格帯は見出せない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社　栄総合鑑定

多田　敏章



中層店舗兼事務所併用住宅地

中小規模の小売店舗
が建ち並ぶ駅前の商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 40 30 60 中層店舗兼事務所併用住宅地

-

商業(100,500)
防火

企業収益は改善に足踏みが見られ、設備投資は持ち直しの動きが
あり、企業の業況判断は慎重さが見られる。

特筆すべき地域要因の変動はない。周辺市場の衰退化傾向はみら
れるが、地価は概ね横這い傾向で推移した。

個別的要因に変動はない。

神戸市須磨区内で最も繁華性の高い名声的価値ある商業地域「板宿本通商店街」を形成している。自用店舗が多い地域で、
高度商業地域のように賃料水準に収斂が見られず、適正な純収益を把握し難く、収益価格はやや精度を欠く。取引事例の類
似性も充分ではないが、実際の取引に基づく比準価格は市場を反映する。従って、本件では実証的な比準価格を重視し、収
益価格を比較考量して、さらに半年毎の価格変動にも留意し、鑑定評価額を上記の通リ決定した。

［

［

店舗兼事務所
ＲＣ６Ｆ１Ｂ

須磨区の代表的な商店街で商業地域として熟成しているが、周辺市場は衰退化が進んでいる。商況はやや低調であるが、駅
前の立地等から継続的な需要もあり、地価はほぼ横這い傾向で推移している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 488,000 円／㎡

公示価格 488,000 円／㎡

標準地番号 須磨 2-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

488,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄板宿駅
北 60m

山陽電鉄板宿
60m

(8)

北東12m市道､
南東側道

商業
(80,500)
防火

（その他）　　　　
(100,500)

特にない １２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「飛松町３－６－２」

②地積

（㎡）

71

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

5.0  ｍ、　奥行　約 14.0 ｍ、　規模 70  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

510,000 円／㎡

422,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

488,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 0％ ％

100 ］

100［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区飛松町３丁目６番１

+3.0角地

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 22日 正常価格

平成 28年 7月 4日平成 28年 7月 1日

34,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 488,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

380,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、山陽電鉄本線、ＪＲ山陽本線及びＪＲ東海道本線沿線で、神戸市、明石市の圏域に存する店舗等を主体とす
る商業地域。需要者の中心は個人事業者であるが、駅前等で高い収益が見込める一定規模以上の画地については、資本力の
ある全国展開型の店舗も見られ、新規出店や撤退はなく需要はほぼ横ばい。商業地取引は特殊な事情を含む場合が多く、ま
た土地は画地規模等が様々であり需要の中心となる価格帯は見い出せない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －5

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

津村不動産鑑定所

津村　増男



中層店舗付共同住宅地

中低層の店舗、事務
所等が建ち並ぶ商業
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 70 30 20 中層店舗付共同住宅地

-

近商(100,400)

景気の緩やかな回復基調から須磨区の商業地域の地価は概ね横
ばいで推移しているが、今後は海外経済の減速の影響が懸念さ
れる。

画地規模のまとまった土地であればマンション用地としての需
要も見込まれる。

個別的要因に変動はない。

比準価格は市場の実態を反映した実証的な価格である。一方収益価格は最有効使用の建物の建築を想定し土地に帰属する
純収益を求めこれを資本還元したものであるが、試算の過程に想定要素を含み精度がやや劣る。需要者の多くは収益性を
考慮しつつも市場での取引価格の水準を重要な指標として意思決定を行っていると考えられることから、比準価格を重視
し、収益価格を関連づけ、類似地域に存する標準地との検討もふまえ鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼事務所
ＲＣ４

中低層の店舗、事務所が建ち並ぶ商業地域であり、特別な変動要因もなく当面は現状のままで推移すると予測する。地価
水準は安定的に推移しており、今後も同様に推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 233,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

232,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

須磨 3

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+1.0

+16.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄月見山駅
東 250m

山陽電鉄月見山
250m

(8)

南東28m市道

近商
(80,400)
防火

（その他）　　　　
(100,400)

特にない ２８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「北町３－２－４」

②地積

（㎡）

317

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 25.0 ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

240,000 円／㎡

170,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

296,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

127.6 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 7日　提出

宅地-1

神戸市須磨区北町３丁目１０番

0.0形状

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 5日平成 28年 7月 1日

73,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 233,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

185,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は山陽電鉄本線及びＪＲ山陽本線沿線で、神戸市及び明石市の飲食店、小売店舗等を中心とする商業地域であ
る。需要者は同一需給圏内に地縁的選好性を持つ中小規模の法人事業者や個人事業者が中心になると考えられる。繁華性
の程度は高くはないが、幹線道路沿いにあって、駅への接近性に優れることから需給は安定的であり、地価は概ね横ばい
で推移している。取引される画地規模が様々で個別性も強く、中心となる価格帯の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

須磨（県） 4－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

須磨（県） －5

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

広瀬不動産鑑定事務所

廣瀬　博一
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